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食品衛生法第６５条の２に基づく消費者庁協議について

平成２２年５月１３日

厚生労働省食品安全部

１．消費者庁協議を行う場合

食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号。以下「法」という ）第６５条の２の規定。

に基づき、以下に掲げるとき等は、内閣総理大臣（法第７０条第３項の規定より消費者

庁長官に委任）に協議しなければならないとされている。

①法第１０条に規定する人の健康を損なうおそれのない場合を定めようとするとき（添

加物の新規指定等 、）

②法第１１条第１項に規定する基準又は規格を定めようとするとき（食品又は添加物の

規格・基準の設定）

③法第１８条第１項に規定する基準又は規格を定めようとするとき（器具又は容器包装

の規格・基準の設定）

２．これまでの消費者庁協議の状況

平成２１年９月の消費者庁設置以降、薬事・食品衛生審議会の答申が得られたものか

ら順次消費者庁協議を行ってきているが、これまでの状況（食品健康影響評価が行われ

たものに限る ）は、次ページのとおりとなっている。。
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協 議 内 容 協議日 回答日 公布日

（ｸﾛﾗﾝﾄﾗﾆﾘﾌﾟﾛｰﾙ､ﾒﾀﾌﾙﾐｿﾞﾝ､ﾖｳ化ﾒﾁﾙ） H21.9.1 H21.9.11 H21.9.28農薬３剤

に関する規格基準告示改正

（ｲﾐｼｱﾎｽ､ﾋﾟﾗｽﾙﾎﾄｰﾙ）及び H21.9.18 H21.12.25 H22.1.18農薬２剤 動物用医薬

（ｴﾁﾌﾟﾛｽﾄﾝﾄﾛﾒﾀﾐﾝ）に関する規格基準告品１剤

示改正

（ｱｾｷﾉｼﾙ､ﾃﾌﾘﾙﾄﾘｵﾝ､ﾌﾟﾛﾋﾄﾞﾛｼﾞｬｽﾓﾝ）に H22.1.7 H22.1.25 H22.2.18農薬３剤

関する規格基準告示改正

（EPN､ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ､ｵｷｻｼﾞｸﾛﾒﾎﾝ､ｼﾞｸﾛﾒｯ H22.1.26 H22.3.5 H22.４.6農薬10剤

ﾄ､ｾﾌｫﾍﾟﾗｿﾞﾝ､ﾉﾊﾞﾙﾛﾝ､ﾌｪﾉｷｻﾆﾙ､ﾌｪﾘﾑｿﾞﾝ､ﾌﾟﾚﾁﾗｸﾛｰ

ﾙ､ﾍﾟﾝｼｸﾛﾝ）及び （ﾃﾞｽﾄﾏｲｼﾝA､動物用医薬品４剤

ﾃﾙﾃﾞｶﾏｲｼﾝ､ﾊﾟﾛﾓﾏｲｼﾝ､ﾘﾌｧｷｼﾐﾝ）に関する規格基

準告示改正

米に含有する に関する規格基準告示改正 H22.3.3 H22.3.11 H22.4.8ｶﾄﾞﾐｳﾑ

添加物８品目（2-ｴﾁﾙﾋﾟﾗｼﾞﾝ､ｽﾃｱﾛｲﾙ乳酸ﾅﾄﾘｳﾑ､ｿ H22.3.12 H22.4.30 手続き中

ﾙﾋﾞﾝ酸ｶﾙｼｳﾑ､ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､2-ﾍﾟﾝﾀﾉｰﾙ､6-ﾒﾁﾙｷ

ﾉﾘﾝ､2-ﾒﾁﾙﾋﾟﾗｼﾞﾝ､2-ﾒﾁﾙﾌﾞﾁﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ）の新規指

定及び （前述８品目、ﾈｵﾃｰﾑ及び亜添加物10品目

塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ）等に関する規格基準告示改正

（ｲｿﾁｱﾆﾙ、ｼﾒｺﾅｿﾞｰﾙ、ﾋﾟﾗｸﾛｽﾄﾛﾋﾞﾝ、ﾌｪ H22.3.19 H22.4.12 手続き中農薬８剤

ﾝﾄﾗｻﾞﾐﾄﾞ、ﾌﾞﾌﾟﾛﾌｪｼﾞﾝ、ﾎﾞｽｶﾘﾄﾞ、ﾒｿﾄﾘｵﾝ､ﾚﾋﾟﾒｸ

ﾁﾝ）に関する規格基準改正

（5,6,7,8-ﾃﾄﾗﾋﾄﾞﾛｷﾉｷｻﾘﾝ､3-ﾒﾁﾙ-2 H22.4.5 H22.4.30 手続き中添加物２品目

-ﾌﾞﾀﾉｰﾙ）の新規指定及び規格基準告示改正

（ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ､ｲﾝﾄﾞｷｻｶﾙﾌﾞ､ｴｽﾌﾟﾛｶﾙﾌﾞ､ﾄﾘ H22.4.14農薬６剤

ﾌﾛｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ､ﾌﾟﾛｽﾙﾎｶﾙﾌﾞ､ﾒﾀﾗｷｼﾙ及びﾒﾌｪﾉｷｻﾑ）及

び （ﾉｼﾍﾌﾟﾀｲﾄﾞ）に関する規格基飼料添加物１剤

準改正

（ｵｷｻｼﾞｱｿﾞﾝ､ｼﾞﾒﾃﾅﾐﾄﾞ､ﾃﾌﾞﾌｪﾉｼﾞﾄﾞ､ﾋﾟﾘ H22.4.30農薬５剤

ﾌﾞﾁｶﾙﾌﾞ､ﾒﾀｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ）に関する規格基準改正
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（参考）

食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号 （抄））

第６４条 厚生労働大臣は、第６条第２号ただし書（第６２条第１項及び第２項において

準用する場合を含む ）に規定する人の健康を損なうおそれがない場合を定めようとす。

るとき、第７条第１項から第３項までの規定による販売の禁止をしようとし、若しくは

同条第４項の規定による禁止の全部若しくは一部の解除をしようとするとき、第９条第

１項の厚生労働省令を制定し、若しくは改廃しようとするとき、第１０条に規定する人

の健康を損なうおそれのない場合を定めようとするとき、第１１条第１項（第６２条第

１項及び第２項において準用する場合を含む ）に規定する基準若しくは規格を定めよ。

うとするとき、第１１条第３項に規定する人の健康を損なうおそれのないことが明らか

である物質若しくは人の健康を損なうおそれのない量を定めようとするとき、第１８条

第１項（第６２条第１項及び第３項において準用する場合を含む ）に規定する基準若。

しくは規格を定めようとするとき、第２３条第１項に規定する輸入食品監視指導計画を

定め、若しくは変更しようとするとき、又は第５０条第１項に規定する基準を定めよう

とするときは、その趣旨、内容その他の必要な事項を公表し、広く国民の意見を求める

ものとする。ただし、食品衛生上の危害の発生を防止するため緊急を要する場合で、あ

らかじめ広く国民の意見を求めるいとまがないときは、この限りでない。

②～④ （略）

第６５条の２ 第６４条第１項本文に規定する場合には、厚生労働大臣は、あらかじめ、

内閣総理大臣に協議しなければならない。

②・③ （略）

第７０条 （略）

② (略)

③ 内閣総理大臣は、この法律による権限（政令で定めるものを除く ）を消費者庁長官。

に委任する。




